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★勘違いの例
①50㎡の解体工事の場合、事前調査は不要ですよね？
②80万円の改修工事があるけども、事前調査は要らないよね？

→上記①②について、事前調査の実施は必要。
事前調査結果の報告条件と混同する勘違いあり。

①事前調査



事前調査とは
建築物等の解体等工事を行う前に、当該建築物等に石綿含有建

材が使用されているか否かを調査することをいう。
→事前調査は解体工事を行う前に実施

事前調査に際しては、石綿含有建材であると証明できたもの
だけを挙げればよいのではなく、各建材について石綿含有の有
無を書面調査や現地での目視調査により確認し、石綿含有の有
無が不明であれば分析により判定する、もしくは石綿ありとみ
なすことが必要である。
→事前調査方法：書面調査、現地目視調査、分析、みなし

引用：建築物等の解体等に係る石綿ばく露防止及び 石綿飛散漏えい防止対策徹底マニュアル 令和３年３月 （令和６年２月改正）



事前調査結果の報告
大気汚染防止法 第18条の15第6項

解体等工事の元請業者又は自主施工者は、第１項又は
第４項の規定による調査を行つたときは、遅滞なく、環
境省令で定めるところにより、当該調査の結果を都道府
県知事に報告しなければならない。
引用：建築物等の解体等に係る石綿ばく露防止及び 石綿飛散漏えい防止対策徹底マニュアル 令和３年３月 （令和６年２月改正）



大気汚染防止法施行規則 第16条の11

法第18条の15第6項の規定による報告は、次のいずれかに
掲げる解体等工事に係る事前調査について行うものとする。

一 建築物を解体する作業を伴う建設工事であつて、当該作業
の対象となる床面積の合計が80平方メートル以上であるもの
二 建築物を改造し、又は補修する作業を伴う建設工事であつ
て、当該作業の請負代金（解体等工事の自主施工者が施工す
るものについては、これを請負人に施工させることとした場
合における適正な請負代金相当額。次号及び次項第五号にお
いて同じ。）の合計額が100万円以上であるもの
三 工作物（第16条の5第二号の環境大臣が定める工作物に限
る。）を解体し、改造し、又は補修する作業を伴う建設工事
であつて、当該作業の請負代金の合計額が100万円以上である
もの
引用：建築物等の解体等に係る石綿ばく露防止及び 石綿飛散漏えい防止対策徹底マニュアル 令和３年３月 （令和６年２月改正）



★勘違いの例
①発注者から石綿の事前調査の報告書を貰ったから、石綿の

事前調査は要らないよね？
→石綿事前調査は必要



事前調査実施の義務を負う者
大防法では、建築物等の解体等工事の元請業者又は自主施

工者が、当該解体等工事が特定工事に該当するか否かについ
て調査することとしている。一方、石綿則では、事業者が、
建築物等の解体等の作業を行うときにあらかじめ石綿等の使
用の有無を調査することとしている。ただし、事業者がそれ
ぞれ事前調査を行うことは効率的ではない場合があるため、
実際には工事の元請業者等が主体となって事前調査を行い、
当該調査結果を下請負人に伝達することとなる。
引用：建築物等の解体等に係る石綿ばく露防止及び 石綿飛散漏えい防止対策徹底マニュアル 令和３年３月 （令和６年２月改正）

→工事の元請業者が事前調査の義務を負う



発注者の責務等
発注者は、解体等工事の設計前や設計時に石綿含有建材の調

査を行った場合は、当該調査結果を受注者に提供することで、
受注者は当該調査に漏れがないか確認することできる。事前調
査の効率化にもつながるので、発注前に調査結果が行われてい
る場合にはその記録を提供する。
引用：建築物等の解体等に係調査る石綿ばく露防止及び 石綿飛散漏えい防止対策徹底マニュアル 令和３年３月 （令和６年２月改正）

→発注者の責務：調査を行った場合、その記録を提供する



過去に行われた事前調査について
過去に石綿の使用状況に関する調査されている建築物等で、

大防法や石綿則に基づく事前調査を行う場合は、事前調査の義
務を負う元請業者等及び事業者は当該調査の結果を確認し、自
らが行う工事の範囲で調査漏れの部分がないか、調査が適切な
手法で行われているかを改めて確認し、調査漏れや調査内容に
おいて不明な部分があれば補完のための調査を行う必要がある。
過去に石綿含有建材かどうかを調査していた場合、当該結果を
書面調査の１つの資料として使用することも考えられる。
引用：建築物等の解体等に係る石綿ばく露防止及び 石綿飛散漏えい防止対策徹底マニュアル 令和３年３月 （令和６年２月改正）

→過去に行われた事前調査は書面調査の1つの資料として考える。



発注者調査報告書、元請けでの確認調査結果の事例

・発注者調査結果報告書 ・元請け調査結果報告書
結果：元請調査の結果、数か所（赤囲み）で新たに石綿含有を確認



★勘違いの例
①石綿の事前調査の結果、石綿なしという調査結果なんで

すけど、事前調査結果の掲示は石綿がなかったので必要ない
ですよね？
→石綿事前調査結果の掲示は必要



事前調査の結果の掲示について
大防法と石綿則における事前調査の結果の掲示の記載事項

を表4.6.2に示す。 事前調査の結果の掲示は石綿含有建材の
使用の有無や大防法や石綿則の届出の対象か否かに関わらず
義務付けられているものであり、全ての解体等工事で掲示し
なければならないことに留意する必要がある。 事前調査の結
果の掲示は、大防法及び石綿則で義務付けられているが、そ
れぞれの法令に則った掲示を個別に行う必要はなく、記載事
項を網羅していれば両方の掲示を兼ねることは差支えない。
事前調査結果の掲示は、周辺住民及び作業者の両方が見やす
い場所に掲示する。 掲示の大きさはJIS A 3判
（29.7cm×43cm）以上とするが、縦、横のどちらでも差し支
えない。
引用：建築物等の解体等に係る石綿ばく露防止及び 石綿飛散漏えい防止対策徹底マニュアル 令和３年３月 （令和６年２
月改正）



引用：建築物等の解体等に係る石綿ばく露防止及び 石綿飛散漏えい防止対策徹底マニュアル 令和３年３月 （令和６年２月改正



事前調査資格取得 他

★建築物石綿含有建材調査者の資格者はどれくらいいるのか？
→全国で約50名弱が資格を取得、取得者の多数が建築系職員

★土木工事における工作物の石綿事前調査を実施する際、どのように
しているか？
→環境法規制を扱う部門の資格者が調査を行う運用としています。

★社員（プロパー）が調査を行う事はあるか？
→一般的に石綿事前調査は外部に委託する事が多いです。



②現場確認
現場パトロール時の確認事項
主に2021年4月に施行された改正内容について確認実施するようにしてます。
※以下2021年4月に改正された内容を記載しております。既に改正済みですのでご注意願います。

（１）規制対象建材が全ての石綿含有建材に規制対象拡大
特定粉じん排出等作業を行う際は、届出対象特定工事ではない場合でも作業

計画の作成が必要。



（２）事前調査結果の掲示
・掲示板の大きさの指定

A3サイズ（42.0㎝×29.7㎝）以上

［事前調査結果の掲示事項］
・事前調査の結果（特定工事に該当するか否か及びその根拠）
・事前調査を終了した年月日
・事前調査の方法
（書面調査、目視調査・分析による調査及び調査者等に調査を行わせたこと）
並びに解体等工事が特定工事に該当する場合は特定建築材料の種類



引用：大阪府「石綿に関する事前調査結果について」
URL:https://www.pref.osaka.lg.jp/o120080/jigyoshoshido/asbestos/todokede.html#zizenchousa

2024.06.03

https://www.pref.osaka.lg.jp/o120080/jigyoshoshido/asbestos/todokede.html#zizenchousa


（３）集じん・排気装置の正常稼働、作業場及び前
室が負圧に確保されている事の確認頻度の強化
［集じん・排気装置の正常稼働確認］
①初めて除去等を行う日の作業開始後速やかに
②除去等を行う日の開始後
③集じん・排気装置を使用する場所を変更した場合、フィルタを交換
した場合
④その他必要がある場合（集じん・排気装置に衝撃を与えた場合等）
［作業場及び前室の負圧に保たれている事の確認］
①除去等を行う日の作業開始前
②作業中断時（休憩や当日の作業終了で退出した時）



（４）石綿含有仕上げ塗材の除去をする際の作業基準の制定
除去時は①、②またはこれと同等以上の効果を有する措置を講ずること
①除去する石綿含有仕上げ塗材を薬液等により湿潤化すること
②電気グラインダーその他の電動工具を用いて除去する場合は次の措置を講じる
こと
ⅰ）除去部分の周辺の事前養生（負圧不要）
ⅱ）除去する石綿含有仕上げ塗材を薬液等により湿潤化

③除去後、作業場内の特定粉じんを清掃すること
（②ⅰ）の養生を行ったときは養生を解くに当たって作業場内の清掃その他特定
粉じんの処理を行うこと）



（５）石綿含有成形板等の除去をする際の作業基準の制定
［石綿含有けい酸カルシウム板第1種］
①切断・破砕することなくそのまま建築物等から取り外す
②①の方法で除去する事が技術上著しく困難又は作業の性質上適さない時は
次の措置を講じること
ⅰ）除去部分の周辺の事前養生（負圧不要）
ⅱ）除去する建材を薬液等により湿潤化

③除去後、作業場内の特定粉じんを清掃すること
（②ⅰ）の養生を行ったときは養生を解くに当たって作業場内の清掃その他
特定粉じんの処理を行うこと）



（５）石綿含有成形板等の除去をする際の作業基準の制定
［その他の石綿含有成形板等］
①切断・破砕することなくそのまま建築物等から取り外す
②①の方法で除去する事が技術上著しく困難又は作業の性質上適さない時は除去
する建材を薬液等により湿潤化すること
③除去後、作業場内の特定粉じんを清掃すること



（６）石綿の除去等作業完了後の確認及び発注者への報告
【作業基準】
①作業記録

特定工事の元請業者等又は下請負人は特定工事における施工の分担関係に応じて、
特定粉じん排出等作業の実施状況の記録を特定工事が終了するまでの間保存する必要
があります。
［記録事項］
・確認年月日・確認方法
・確認結果
（確認結果に基づき補修等の措置を講じた場合はその内容）
・確認者の氏名
［記録の方法］
・作業基準の規定に適応した作業であることが確認できる写真、動画、点検記録等
［記録の保存期間］
・特定工事終了するまで



（６）石綿の除去等作業完了後の確認及び発注者への報告
②作業が計画に基づき適切に行われていることの確認

特定工事の元請業者等は、下請負人が作成した記録により作業が計画に基づ
き適切に行われているか確認し、記録を作成保存する必要があります。
③取り残し等の確認

元請業者等は、除去作業については取り残しがないこと、囲い込み及び封じ
込めについては措置が正しく実施されているか否かについて、「知識を有する
者」に目視で確認される必要があります。
［確認方法］目視
［記録の実施者］

建築物：調査者等、除去等工事に係る石綿作業主任者
工作物：除去等工事に係る石綿作業主任者



④特定粉じん排出等作業の結果の報告等
特定工事の元請業者は、特定粉じん排出等

作業の完了したときは、発注者に対し、結果
を書面で遅滞なく報告するとともに、作業に
関する記録を作成し、書面の写し及び記録を
保存しなければなりません。
書面報告事項：右図
記録の保存：特定工事終了後3年間

引用：建築物等の解体等に係る石綿ばく露防止及び 石綿飛散漏えい防止対策徹底マニュアル 令和
３年３月 （令和６年２月改正）



③社員教育
教育時期：毎年5月～7月頃
対象：現場職員、土建内勤管理
部門
教育内容
①改正等が行われている環境法
規制の解説
②チェックシート（右図）を利
用した、自現場の法規制チェッ
ク
※チェックシートは大気汚染防
止法のみ抜粋ですが、他の法規
制等も含め2ページ（A4裏表1
枚）の内容としてます。
効果：社員の法規制知識の向上



ご清聴ありがとうございました


